
令和２年度の組織改正等による体制強化の概要
県勢浮揚の実現に向けて、これまで進めてきた５つの基本政策と３つの横断的な政策を継承するとともに、実効性の
高い施策を展開し、さらに発展させるため、県庁組織等を強化

基本的な
考え方

　経済の活性化　～第４期産業振興計画の推進～ 飛躍への挑戦！
高知県産業振興計画

～ 外商活動の全国展開の強化 ～

① デジタル技術を活用した産業振興・課題解決の強化
 ・ＩｏＴに加えてＡＩや５Ｇなど多様なデジタル技術の活用を推進し、
  課題解決型の産業創出を加速化

 →産業創造課「ＩoＴ推進室」を「ﾃﾞｼﾞﾀﾙｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ推進室」に名称変更

② 「外貨を稼ぐ」観光地域づくりを進める体制の強化
   ・広域観光組織の体制・機能強化への支援を推進し、滞在日数の増
      加につながる観光クラスターの形成を推進

 →「地域観光課」の体制を強化

① 関西圏との経済連携により活力を呼び込む
  ・大阪･関西万博等の開催を見据えて、関西圏との経済連携強化に
     向けた戦略づくりや各産業分野の取組を推進

  →「地産地消・外商課」の体制を強化

② よさこいを活用したインバウンド観光の振興
  ・東京オリンピック・パラリンピックを絶好の機会と捉え、外国人観光客

の誘致拡大を目指し、よさこいの海外向けプロモーションを強化

  →「国際観光課」の体制を強化

～ 新たな付加価値の創造を促す仕組みを強化 ～
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～ 担い手の確保・人材育成策のさらなる強化 ～

① 年間移住者1,300組の実現に向けた取組の強化
 ・地域の多様な人材ニーズのさらなる掘り起こしとマッチング
  までの一連の仕組みをさらに強化

 →（一社）県移住促進・人材確保センターの体制を強化

② 働き方改革、外国人材活用の推進
　 ・生産性の向上に向けた県内企業の働き方改革の推進とともに、
  担い手としての外国人材の確保に向けた体制を強化

 →「雇用労働政策課」の体制を強化

③ 小規模事業者の事業承継の取組を強化
　 ・県内事業者の後継者問題に対して商工会等と連携し、ニーズの
      掘り起こしから承継実行まで一貫した支援を推進

　 →新たに「高知県商工会連合会」へ職員を派遣

③ 施設園芸農業の飛躍的発展と関連産業群の創出
  ・Next次世代型こうち新施設園芸システムの取組において、農業者へ
   有益な情報を提供する「ＩoＰクラウド」の構築などを推進
  →「農業イノベーション推進課」に「ＩoＰ推進室」を設置

  ※ＩoＰ：Internet of Plants（植物の生産情報等の可視化と利活用）



① 犯罪被害者等支援の充実
  ・相談窓口を設置し、支援の調整や助言など、犯罪被害者やご家族

などの方々への支援を推進

  →「県民生活･男女共同参画課」の体制を強化

② 高知龍馬空港新ターミナル整備に向けた体制強化
 ・国際チャーター便の受入れ拡大・国際定期便誘致に向け、国際線
      専用の新ターミナル整備を推進

 →「交通運輸政策課」の体制を強化

③ 行政サービスのデジタル化の推進
 ・デジタル技術の活用により事務の抜本的な効率化と県民サービス

向上を図るとともに、課題解決や産業振興につなげる取組を推進

 →情報政策課に「デジタル化推進室」を設置

④ 公文書館の設置 ・ 文書情報課と法務課の統合
  ・新たな公文書管理制度の施行に伴い、歴史的に重要な公文書の管
   理や県民の方への利用提供などを推進

  →「公文書館」を設置

  ・併せて、簡素で効率的な組織体制や事務の効率化を図るため、文
   書情報課と法務課を統合

  →「法務文書課」を設置

⑤ 障害者雇用と業務の効率化の推進
 ・障害者雇用を推進する取組の一環として、障害のある方々が活躍する

場をさらに拡充し、職員の業務の効率化を支援する体制を強化

 →庁内の定型的な業務を集約して行う「ワークステーション」の職員
を増員（現行10名→14名程度）

日本一の健康長寿県づくり

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
その他

① 血管病予防対策の強化
  ・糖尿病などの血管病の重症化を防ぐ新たなプログラムの開発･
     実践など予防対策の取組を推進

  →「健康長寿政策課」の体制を強化

② ひきこもり支援、生活困窮者自立支援を一体的に推進
　・市町村の包括的な支援体制の構築に向けて、県における関係業

務を改編し、一体的な支援を推進
  →ひきこもり支援業務（障害保健支援課所管）、生活困窮者自立
   支援業務（福祉指導課所管）を「地域福祉政策課」に移管

③ 地域包括ケア、認知症施策の取組を強化
　・地域包括ケアシステムと認知症施策を一体的に取り組むことに  
   より、効果的・効率的に施策を推進

  →高齢者福祉課に「地域包括ケア・認知症施策推進室」を設置

④ 中央児童相談所の体制の強化・改編
　・児童虐待の相談件数の増加に対応するとともに、計画的・効果
   的な児童への支援を推進

  →職員を増員・エリア別から業務別にチームを改編

  ※国が示す児童相談所の「職員数の配置基準」を前倒しで充足

 ～第４期日本一の健康長寿県構想の推進～

南海トラフ地震対策の強化

 ～第４期南海トラフ地震対策行動計画を力強く実行～
高知県防災キャラクター©やなせたかし

○ 国土強靱化の加速化
  ・浦戸湾の三重防護など海岸部における防災対策を推進するため
   の体制を強化

  →港湾・海岸課に課長級の「企画監（海岸防災担当）」を設置
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　【新設】

　　　

令和２年度の主な機構改革

○総務部

　 法務文書課

　 公文書館

　 情報政策課

　法務課

　文書情報課

　情報政策課
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新

　高齢者福祉課　高齢者福祉課

○地域福祉部

  デジタル化推進室新

　地域包括ケア･認知症施策推進室新

　産業創造課

○商工労働部

　 Ｉ  Ｔ ･ コンテンツ産業振興室

　 デジタルイノベーション推進室

　Ｉ  Ｔ ･ コンテンツ産業振興室

   Ｉ  o Ｔ 推進室 新
【改称】

　雇用労働政策課

　雇用対策室 【廃止】

　農業イノベーション推進課　農業イノベーション推進課

○農業振興部

　  Ｉ o P 推進室新

　雇用労働政策課

　産業創造課

新



令和２年度知事部局組織機構一覧

秘 書 課
観 光 政 策 課

政 策 企 画 課 東京事務所
国 際 観 光 課

広 報 広 聴 課 観 光 振 興 部
地 域 観 光 課

法 務 文 書 課 公文書館
お も て な し 課

行 政 管 理 課 農業振興センター
【安芸（室戸支所）・中央東（嶺北農業改良普及所）
・中央西（高知農業改良普及所・高吾農業改良普及所）
・須崎（高南農業改良普及所） ・幡多】

人 事 課 農 業 政 策 課

総 務 部 職 員 厚 生 課 農 業 担 い 手 支 援 課

財 政 課 協 同 組 合 指 導 課 農業大学校

税 務 課 県税事務所【安芸・中央東・中央西・須崎・幡多】 環 境 農 業 推 進 課 農業担い手育成センター

市 町 村 振 興 課 農 業 振 興 部 農業イ ノベー ション 推進 課
農業技術センター【病害虫防除所・果樹試験場・茶業試験場】

情 報 政 策 課 農産物マーケティング戦略課

統 計 分 析 課 畜 産 振 興 課 畜産試験場

管 財 課 農 業 基 盤 課 家畜保健衛生所
【中央（田野支所・香長支所・嶺北支所）
・西部（高南支所・檮原支所）】競 馬 対 策 課

危 機 管 理 ・ 防 災 課 森林技術センター
林 業 環 境 政 策 課

危 機 管 理 部 南 海 ト ラ フ 地 震 対 策 課 林業事務所
【安芸・中央東（嶺北林業振興事務所）・中央西・須崎・幡多】森 づ く り 推 進 課

消 防 政 策 課 消防学校
木 材 増 産 推 進 課 林業大学校

福祉保健所／保健所【安芸・中央東・中央西・須崎・幡多】
健 康 長 寿 政 策 課 木 材 産 業 振 興 課

衛生環境研究所 林 業 振 興 ・ 環 境 部
医 療 政 策 課 治 山 林 道 課

幡多看護専門学校
医 事 薬 務 課 新 エ ネ ル ギ ー 推 進 課

健 康 政 策 部
国 民 健 康 保 険 課 環 境 共 生 課

健 康 対 策 課 環 境 対 策 課

食 品 ・ 衛 生 課 食肉衛生検査所
水 産 政 策 課

地 域 福 祉 政 策 課 漁 業 管 理 課 内水面漁業センター

高 齢 者 福 祉 課 水 産 振 興 部 漁 業 振 興 課 水産試験場

障 害 福 祉 課 療育福祉センター 水 産 流 通 課 漁業指導所【室戸・中央・土佐清水・宿毛】

地 域 福 祉 部 障 害 保 健 支 援 課 精神保健福祉センター 漁 港 漁 場 課

児 童 家 庭 課 希望が丘学園
土 木 政 策 課

少 子 対 策 課 児童相談所【中央・幡多】
技 術 管 理 課

福 祉 指 導 課
用 地 対 策 課

文 化 振 興 課 河 川 課

ま ん が 王 国 土 佐 推 進 課 防 災 砂 防 課

国 際 交 流 課 消費生活センター 道 路 課

文化生活スポーツ部 県民生活・男女共同参画課 交通事故相談所 土 木 部 都 市 計 画 課

私 学 ・ 大 学 支 援 課 女性相談支援センター 公 園 下 水 道 課

人 権 課 住 宅 課

ス ポ ー ツ 課 建 築 指 導 課

建 築 課
計 画 推 進 課

港 湾 振 興 課
産学官民連携・起業推進課 産学官民連携センター

産 業 振 興 推 進 部 港 湾 ・ 海 岸 課
地 産 地 消 ・ 外 商 課 大阪事務所

移 住 促 進 課 名古屋事務所 会 計 管 理 課
会 計 管 理 局

総 務 事 務 セ ン タ ー
中 山 間 地 域 対 策 課

中山間振興・交通部 鳥 獣 対 策 課

交 通 運 輸 政 策 課

商 工 政 策 課

産 業 創 造 課 工業技術センター

工 業 振 興 課 紙産業技術センター
商 工 労 働 部

経 営 支 援 課 海洋深層水研究所

企 業 立 地 課

雇 用 労 働 政 策 課 高等技術学校【高知・中村】

土木事務所
【安芸（室戸事務所・和食ダム建設事務所）
・中央東（本山事務所・永瀬ダム管理事務所）
・高知（鏡ダム管理事務所）
・中央西（越知事務所）
・須崎（四万十町事務所）
・幡多（宿毛事務所・土佐清水事務所）】

【部局数等】　　　 　    　R元                    R２

部局数 　　　　　　　　　14部局　　　   　　　14部局

本庁課数                   91課　　　    　　    90課

出先機関数　　　　　　  61機関　       　    62機関
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